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トータルコストについて 
 
  トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あく
まで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致してい

ません。 
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議案第１号

生活環境部（単位：千円）

国庫支出金 起　債 その他 一般財源

（一般会計）

10,507,762 5,000 10,512,762 0 5,000

説 明

(一般会計）

脱炭素社会推進課 （新）地域資源活用エネルギー施設復旧事業　

くらしの安心推進課 [債務負担行為]（新）災害時給油所地下タンク製品備蓄促進支援事業

住宅政策課 [債務負担行為]県営住宅上粟島団地建替事業

2,663,697

1,085,816

292,340

財　　　源　　　内　　　訳
備考

132,796

1,080,816 5,000 5,000

合　　　　　　計

2,663,697

議　案　説　明　資　料　総　括　表

課　　　　　名 補正前の額 補正額 計

脱 炭 素 社 会 推 進 課

衛 生 環 境 研 究 所

く ら し の 安 心 推 進 課 292,340

132,796

住 宅 政 策 課
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令和７年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

  ２項 環境衛生費                       脱炭素社会推進課（内線：７８９５） 
４目 環境保全費                               （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）地域資源活用

エネルギー施設復

旧事業 

 

 

0 

  

 

5,000 

  

 

5,000 

   

 

 

5,000 

 

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：5,789千円（0.1人）、計：5,789千円（0.1人） 
 

１ 事業の目的、概要 

  再生可能エネルギー事業の長期的・持続的な取組を促進するため、地域住民が主体となり建設・運営している

地域資源活用エネルギー施設の復旧を支援する市町村に対して助成する。 

 

２ 主な事業内容 

＜補助制度概要＞ 

  事業主体：市町村 

  補助率：市町村負担額の１／３ 

  補助上限：５，０００千円 

  補助対象事業：地域住民が主体となり建設・運営している地域資源活用エネルギー施設の復旧に係る経費 
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令和７年度一般会計補正予算説明資料 

 

２款 総務費 

  ６項 防災費                       くらしの安心推進課（内線：７１８５） 
１目 防災総務費                               （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）災害時給油所

地下タンク製品備

蓄促進支援事業 

 

 

0 

債務負担行為  

2,132  

0  

債務負担行為  

2,132  

0  

   

債務負担行為  

2,132  

0  

 

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：789千円（0.1人）、計：789千円（0.1人） 
 

１ 事業の目的、概要 

    災害時における石油製品の供給体制の整備を図るため、国の災害時給油所地下タンク製品備蓄促進支援事業を

活用し、鳥取県石油協同組合が県内のサービスステーション（ＳＳ）へ石油製品を備蓄するために要する管理経

費について支援する。 

  なお、災害時給油所地下タンク製品備蓄促進支援事業は備蓄を５年間継続する必要があることから、令和８年

度以降の石油製品の備蓄に係る経費について債務負担行為を設定する。 

 

 ＜災害時給油所地下タンク製品備蓄促進支援事業＞ 

  ・所管省庁：経済産業省（資源エネルギー庁） 

  ・事業期間：５年間 

  ・補助率：10/10（初年度：国10/10、２年目以降：県10/10） 

  ※４年間の備蓄の管理費を都道府県等が補助することが国庫補助の要件となっている。 

 

２ 主な事業内容 

  中核ＳＳ及び住民拠点ＳＳが行う地下タンク製品の備蓄管理に要した経費について、鳥取県石油協同組合に対

して助成する。 

 

  ・令和７年度（経済産業省が補助事業を実施（直接支援）） 

事業主体 鳥取県石油協同組合 

補助対象経費 燃料購入費、管理費（保管費、人件費） 

補助対象施設数 上限13施設 

国の補助率 10/10 

補助の要件 県が緊急車両等への優先給油に係る協定等を締結し、２年目以降の管理費を県が負

担すること。 

 

  ・令和８年度～令和11年度（債務負担行為／令和８年度以降は県が補助事業を実施） 

事業主体 鳥取県石油協同組合 

補助対象経費 管理費（保管費、人件費） 

補助対象施設数 上限13施設 

県の補助率 10/10 

県の補助額 2,132千円（年額：533千円） 

 

  ※中核ＳＳとは・・・・・災害時に地域における石油製品の供給拠点となり、警察・消防等の緊急車両に優先

給油を実施する役割を担うサービスステーション 

  ※住民拠点ＳＳとは・・・自家発電機を備え、災害などが原因の停電時にも継続して地域の住民の方々に供給

できるサービスステーション 
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令和７年度一般会計補正予算説明資料 

 

８款 土木費 

  ６項 住宅費                           住宅政策課（内線：７４１２） 
２目 住宅建設費                               （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

県営住宅上粟島団

地建替事業 
債務負担行為 

3,247 

3,669 

債務負担行為 

2,253,740 

0 

債務負担行為 

2,256,987 

3,669 

債務負担行為 

1,126,869 

0 

債務負担行為 

1,120,000 

0 
 

債務負担行為 

6,871 

0 

 

トータルコスト 補正前：4,458千円（0.1人）、補正：789千円（0.1人）、計：5,247千円（0.2人） 
１ 事業の目的、概要 

  施設整備を効率的かつ効果的に実施するため、民間活力やノウハウを活用するPFI手法を導入しながら
老朽化が進んでいる県営住宅上粟島団地（48戸）、富益団地（88戸）を、上粟島団地に集約（54戸）し、

建替整備する。※令和６年度に入札不調となったため、所要の見直しを行い再発注するもの。 

２ 主な事業内容（債務負担行為） 

（１）事業方式 PFI（BT方式（Build-Transfer)）＋管理代行方式）による設計・解体・建設 
   ※BT方式：民間事業者が公営住宅の設計・建設を行い、竣工後に県へ所有権移転する方式 
（２）事業期間 事業契約締結日から令和13年10月まで（設計・建設及び解体期間） 
（３）事業概要 

 所 在 地：米子市彦名町7647-2他 
 敷地面積：約8,587平方メートル 
事業規模：県営住宅３棟54戸（RC造（４～５階）１棟、木造（３階）２棟以上）及び附帯施設の建設 

整備方針：とっとり健康省エネ住宅性能基準NE-STの採用、太陽光発電設備の設置、積極的な県産木
材の活用（在来軸組工法、CLT工法の採用） 

（４）債務負担行為額 2,253,740千円（令和８年度～令和13年度） 

 ＜前回発注時から事業者ヒアリング等を踏まえた見直し点＞ 
区 分 見直し内容 

余剰地活用 余剰地活用条件を取り止め、余剰地は事業完了後に売却 
コスト・規模 現時点までの物価上昇と入札までの物価上昇予測を加味して設定（約２割上昇） 

入居者の移転希望を再確認の上、整備戸数を見直し（60戸→54戸） 
募 集 期 間 一次合格通知からプレゼンテーションまでの期間を延長（３ヶ月→４ヶ月） 

３ その他 

＜今後のスケジュール＞ 
準備・公募期間 

令和７年度：実施方針・要求水準書作成、事業者公募 
令和８年度：事業者選定 

事業期間 令和８年度～令和13年度 

＜建替事業用地配置図（上粟島団地現状配置図）＞ 

 
 

：事業用地 
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令和７年度一般会計補正予算(第６号)歳入歳出事項別明細書(生活環境部)

（単位：千円）

款項目　 ４款　衛生費

２項　環境衛生費

　節

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

1 報　　　酬 86,288 86,288 57,212 57,212 2,223 2,223

2 給　　　料 704,880 704,880 407,264 407,264

3 職員手当等 410,752 410,752 241,082 241,082

4 共　済　費 262,303 262,303 152,963 152,963

5 災害補償費

6

7 報　償　費 8,186 8,186 7,375 7,375 5,506 5,506

8 旅　　　費 19,623 19,623 15,174 15,174 11,809 11,809

　費 用 弁 償 4,812 4,812 3,725 3,725 2,021 2,021

　普 通 旅 費 9,813 9,813 6,932 6,932 5,619 5,619

　特 別 旅 費 4,998 4,998 4,517 4,517 4,169 4,169

9 交　際　費 100 100 100 100 100 100

10 需　用　費 96,980 96,980 54,995 54,995 36,077 36,077

11 役　務　費 26,260 26,260 22,079 22,079 19,075 19,075

12 委　託　料 715,886 715,886 621,943 621,943 603,349 603,349

13 71,626 71,626 39,892 39,892 30,399 30,399

14 工事請負費 949,136 949,136 949,136 949,136 949,136 949,136

15 原 材 料 費

16 公有財産購入費

17 備品購入費 33,498 33,498 23,621 23,621 23,495 23,495

18 1,542,829 5,000 1,547,829 1,526,756 5,000 1,531,756 1,502,892 5,000 1,507,892

19 扶　助　費

20 貸　付　金 217,245 217,245 217,245 217,245 217,245 217,245

21 20 20 20 20 20 20

22

23 投資及び出資金 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000

24 積　立　金 8,071 8,071 8,071 8,071 8,071 8,071

25 寄　附　金 5,930 5,930 5,930 5,930 5,930 5,930

26 公　課　費

27 繰　出　金

予　備　費

計 5,229,613 5,000 5,234,613 4,420,858 5,000 4,425,858 3,485,327 5,000 3,490,327

財 国 庫 支 出 金 775,090 775,090 759,665 759,665 746,176 746,176

源 地　　方　　債 1,247,000 1,247,000 1,247,000 1,247,000 1,247,000 1,247,000

内 そ　　の　　他 338,949 338,949 333,024 333,024 222,173 222,173

訳 一　般　財　源 2,868,574 5,000 2,873,574 2,081,169 5,000 2,086,169 1,269,978 5,000 1,274,978

償還金､利子及び割引料

補償､補填及び賠償金　

負担金､補助及び交付金

恩給及び退職年金

使用料及び賃借料

４目　環境保全費
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（単位：千円）

款項目　

　節

補正前 補正額 補正後

1 報　　　酬 133,096 133,096

2 給　　　料 1,039,552 1,039,552

3 職員手当等 602,679 602,679

4 共　済　費 387,077 387,077

5 災害補償費

6

7 報　償　費 28,151 28,151

8 旅　　　費 34,741 34,741

　費 用 弁 償 8,496 8,496

　普 通 旅 費 17,045 17,045

　特 別 旅 費 9,200 9,200

9 交　際　費 100 100

10 需　用　費 137,586 137,586

11 役　務　費 48,861 48,861

12 委　託　料 2,102,191 2,102,191

13 111,856 111,856

14 工事請負費 2,844,831 2,844,831

15 原 材 料 費

16 公有財産購入費

17 備品購入費 55,419 55,419

18 2,587,765 5,000 2,592,765

19 扶　助　費 1,100 1,100

20 貸　付　金 217,334 217,334

21 14,920 14,920

22

23 投資及び出資金 70,000 70,000

24 積　立　金 84,573 84,573

25 寄　附　金 5,930 5,930

26 公　課　費

27 繰　出　金

予　備　費

10,507,762 5,000 10,512,762

財 1,905,449 1,905,449

源 1,511,000 1,511,000

内 953,566 953,566

訳 6,137,747 5,000 6,142,747

計

国 庫 支 出 金

一　般　財　源

そ　　の　　他

地　　方　　債

生活環境部　合計

令和７年度一般会計補正予算(第６号)歳入歳出事項別明細書(生活環境部)

償還金、利子及び割引料

補償、補填及び賠償金　

負担金、補助及び交付金

恩給及び退職年金

使用料及び賃借料
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金額（千円）等

負担金、補助 5,000
及 び 交 付 金

節　　　の　　　明　　　細

項　　　　　　　　　　　　　　目

２項　環境衛生費

４目　環境保全費

・地域資源活用エネルギー施設復旧事業補助金

４款　衛生費
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追加

期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額 国庫支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和７年度
衛生環境研究所管理運
営費（庁舎管理等事業）

衛生環境
研究所

4,521
令和８年度から
令和10年度まで

4,521 4,521
一般廃棄物収集
運搬業務、植栽
管理業務

令和７年度
災害時給油所地下タン
ク製品備蓄促進支援事
業

くらしの安
心推進課

2,132
令和８年度から
令和11年度まで

2,132 2,132

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

備考事　　　　　項 限度額
前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額

左　 の 　財 　源 　内 　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

課名
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変更分

期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額 国庫支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補
正
前

3,247 令和８年度 3,247 1,623 1,624

補
正

2,253,740
令和８年度から
令和13年度まで

2,253,740 1,126,869 1,120,000 6,871

補
正
後

2,256,987
令和８年度から
令和13年度まで

2,256,987 1,128,492 1,120,000 8,495

備考

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は
支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

課名

住宅政策
課

左　 の 　財 　源 　内 　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

令和７年度
県営住宅上粟島団地
建替事業

事　　　　　項
前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額

限度額
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議案第７号（条例関係）             くらしの安心推進課（内線：７２１１） 

条
例

名
等 

鳥取県手数料徴収条例等の一部を改正する条例 

（鳥取県手数料徴収条例の一部改正） 

 
 
 

 
 
提 

 
出 
 

理 
 
由 

 
及 
 

び 
 
概 

 
要 
 

 
 
 

 

 
１ 提出理由 
  受益と負担の公平の確保を図るため、調理師試験の実施に関する事務に係る手数料

の額の変更を行う。 
 

２ 概  要 

   調理師試験の実施に関する事務に係る手数料の額を１件につき 6,400 円（現行 
6,100 円）に引き上げる。 

 

３ 施行期日 
施行期日は、令和８年４月１日とする。 
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鳥取県手数料徴収条例等の一部を改正する条例 

 

鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請そ

の他の行為により当該事務をすることを求める者

から、当該各号の事務に応じて別に定める期限ま

でに、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(74) 略 

(75) 調理師法第３条の２第１項の規定に基づく

調理師試験の実施 １件につき6,400円 

(76)～(328) 略 

２ 略 

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請そ

の他の行為により当該事務をすることを求める者

から、当該各号の事務に応じて別に定める期限ま

でに、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(74) 略 

(75) 調理師法第３条の２第１項の規定に基づく

調理師試験の実施 １件につき6,100円 

(76)～(328) 略 

２ 略 

  

附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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報告第１号

事

年

款 項 業

度

名

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

5 8,349,000 8,349,000 5,929,000 5,929,000 2,420,000 2,420,000

6 19,479,000 19,479,000 21,899,000 21,899,000 △ 2,420,000 △ 2,420,000

計 27,828,000 27,828,000 27,828,000 27,828,000

　

５
　
都
市
計
画
費

実　　　　　　　　　　　　　　　　績

一般財源

都

市

公

園

維

持

費

年　割　額
一般財源

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源

令　和　６　年　度　鳥　取　県　継　続　費　精　算　報　告　書

特　　定　　財　　源特　　定　　財　　源

その他 地方債 その他

８
　
土
木
費

比　　　　　　　　　　　　　　　　較

左　　の　　財　　源　　内　　訳

全　　　　　体　　　　　計　　　　　画

左　　の　　財　　源　　内　　訳

支出済額

地方債

年割額と
支出済額
の　　差 一般財源

国庫支出金 地方債 その他 国庫支出金国庫支出金

-
1
4
-


